
議案第２１号 

 

大田原市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

大田原市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和６年２月２６日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

大田原市介護保険条例の一部を改正する条例 

大田原市介護保険条例（平成１２年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

（保険料率） （保険料率） 

第３条 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険

料率は、当該年度分の保険料の賦課期日（法第１３０条に規

定する保険料の賦課期日をいう。以下同じ。）における次の

各号に掲げる第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第

１号被保険者をいう。以下同じ。）の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める額とする。 

第３条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険

料率は、当該年度分の保険料の賦課期日（法第１３０条に規

定する保険料の賦課期日をいう。以下同じ。）における次の

各号に掲げる第１号被保険者（法第９条第１項に規定する者

をいう。以下同じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に定め

る額とする。 

⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「 

令」という。）第３８条第１項第１号に掲げる者 ３５，

４９０円 

⑴ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「 

令」という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３６，

０００円 

⑵ 令第３８条第１項第２号に掲げる者 ５３，４３０円 ⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４６，８００円 

⑶ 令第３８条第１項第３号に掲げる者 ５３，８２０円 ⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５４，０００円 



⑷ 令第３８条第１項第４号に掲げる者 ７０，２００円 ⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６４，８００円 

⑸ 令第３８条第１項第５号に掲げる者 ７８，０００円 ⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７２，０００円 

⑹ 令第３８条第１項第６号に掲げる者 ９３，６００円 ⑹ 次のいずれかに該当する者 ８６，４００円 

（削る） ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第

１項第１３号に規定する合計所得金額（以下「合計所得

金額」という。）（租税特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条

第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第

３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１

項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合計

所得金額から令第２２条の２第２項に規定する特別控除

額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が０を下回

る場合には、０とする。以下同じ。）が１，２００，０

００円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

（削る） イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

第６条第２項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）

であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状

態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部

分を除く。）、次号イ、第８号イ、第９号イ、第１０号

イ又は第１１号イに該当する者を除く。） 

⑺ 令第３８条第１項第７号に掲げる者 １０１，４００円 ⑺ 次のいずれかに該当する者 ９３，６００円 

（削る） ア 合計所得金額が１，２００，０００円以上２，１００ 

，０００円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当



しないもの 

（削る） イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（ 

⑴に係る部分を除く。）、次号イ、第９号イ、第１０号

イ又は第１１号イに該当する者を除く。） 

⑻ 令第３８条第１項第８号に掲げる者 １１７，０００円 ⑻ 次のいずれかに該当する者 １１１，６００円 

（削る） ア 合計所得金額が２，１００，０００円以上３，２００ 

，０００円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当

しないもの 

（削る） イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（ 

⑴に係る部分を除く。）、次号イ、第１０号イ又は第１

１号イに該当する者を除く。） 

⑼ 令第３８条第１項第９号に掲げる者 １３２，６００円 ⑼ 次のいずれかに該当する者 １１８，８００円 

（削る） ア 合計所得金額が３，２００，０００円以上４，０００ 

，０００円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当

しないもの 

（削る） イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（ 

⑴に係る部分を除く。）、次号イ又は第１１号イに該当

する者を除く。） 

⑽ 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １４８，２００ ⑽ 次のいずれかに該当する者 １３６，８００円 



円 

（削る） ア 合計所得金額が４，０００，０００円以上６，０００ 

，０００円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当

しないもの 

（削る） イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（ 

⑴に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く 

。） 

⑾ 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １６３，８００

円 

⑾ 次のいずれかに該当する者 １４４，０００円 

（削る） ア 合計所得金額が６，０００，０００円以上１０，００

０，０００円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該

当しないもの 

（削る） イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要

としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（ 

⑴に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

⑿ 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １７９，４００

円 

⑿ 前各号のいずれにも該当しない者 １５８，４００円 

⒀ 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １８７，２００

円 

（新設） 

２ 令第３８条第１１項の規定による保険料の減額賦課に係る

前項第１号に掲げる者の令和６年度から令和８年度までの各

年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、２２，

（新設） 



２３０円とする。 

３ 令第３８条第１２項の規定による保険料の減額賦課に係る

第１項第２号に掲げる者の令和６年度から令和８年度までの

各年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、３７ 

，８３０円とする。 

（新設） 

４ 令第３８条第１３項の規定による保険料の減額賦課に係る

第１項第３号に掲げる者の令和６年度から令和８年度までの

各年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、５３ 

，４３０円とする。 

（新設） 

５ 第１号被保険者に係る第１項各号の保険料額は、第１１条

に規定する申告のほか、法第２０２条第１項又は第２０３条

の規定による必要な調査に基づき決定する。ただし、その属

する世帯の世帯主及び全ての世帯員が保険料の賦課期日の属

する年度分の市町村民税が課されていない者に該当するか否

か明らかでない場合にあっては、その明らかでない間の保険

料額は、第１項第１号の額を適用する。 

２ 第１号被保険者に係る前項各号の保険料額は、第１１条に

規定する申告のほか、法第２０２条第１項又は第２０３条の

規定による必要な調査に基づき決定する。ただし、その属す

る世帯の世帯主及び全ての世帯員が保険料の賦課期日の属す

る年度分の市町村民税が課されていない者に該当するか否か

明らかでない場合にあっては、その明らかでない間の保険料

額は、前項第１号の額を適用する。 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等が

あった場合） 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等が

あった場合） 

第５条 保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を取得し

た場合における当該第１号被保険者に係る保険料の額の算定

は、第１号被保険者の資格を取得した日の属する月から月割

をもって行う。 

第５条 保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を取得し

た場合における当該第１号被保険者に係る保険料の額の算定

は、第１号被保険者資格を取得した日の属する月から月割を

もって行う。 

２ （略） ２ （略） 

３ 保険料の賦課期日後に令第３８条第１項第１号イ（同号に

規定する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び⑴に

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に

規定する老齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び⑴に



係る者を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第

４号ロ、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第９号

ロ、第１０号ロ、第１１号ロ又は第１２号ロに該当するに至

った第１号被保険者に係る保険料の額は、当該該当するに至

った日の属する月の前月まで月割により算定した当該第１号

被保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日の属す

る月から令第３８条第１項第１号から第１２号までのいずれ

かに規定する者として月割により算定した保険料の額の合算

額とする。 

係る者を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第

４号ロ、第５号ロ又は第３条第１項第６号イ、第７号イ、第

８号イ、第９号イ、第１０号イ及び第１１号イのいずれかの

規定（以下「被保護者等該当規定」という。）に該当するに

至った第１号被保険者に係る保険料の額は、当該該当するに

至った日の属する月の前月まで月割により算定した当該第１

号被保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日の属

する月から該当するに至った被保護者等該当規定による保険

料を月割により算定した保険料の額の合算額とする。 

４ （略） ４ （略） 

（保険料の減免） （保険料の減免） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ 前項の規定により保険料の減免を受けようとする者は、普

通徴収の方法により保険料を徴収されている者については納

期限前７日までに、特別徴収の方法により保険料を徴収され

ている者については特別徴収対象年金給付の支払に係る月の

２月前の１５日までに、次に掲げる事項を記載した申請書に

前項の事由を証明する書類を添付して、市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定により保険料の減免を受けようとする者は、納

期限前７日までに次に掲げる事項を記載した申請書に前項の

事由を証明する書類を添付して、市長に提出しなければなら

ない。 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 減免を受けようとする納期限及び保険料の額 ⑵ 減免を受けようとする納期及び保険料の額 

⑶ （略） ⑶ （略） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ この条例による改正後の大田原市介護保険条例の介護保険料に関する規定は、令和６年度以後の年度分の介護保険料について

適用し、令和５年度分までの介護保険料については、なお従前の例による。 


